


































































































100％国有企業 112252.4 2652.7 296
合弁企業，中国企業側の資本比率50％以上 19453.9 691.7 290.3
合弁企業，外国企業側の資本比率50％以上 161721.3 12912.9 1089.2








Aグループ内は100％ 3 1 2 6
Aグループ内は75％以上 3 1 7 11
Aグループ内は50％以上 3 2 14 19
国内の他の企業は主である 0 0 7 7
海外業務は主である 0 0 1 1
その他 0 1 4 5









39歳以下 222.5 148.5 791.9 618.6
40 ～ 55歳 197.6 219.3 349.4 314.8









短大卒 92.0 127.0 222.6 191.9
大学卒 75.3 91.0 236.4 199.6


























































企業数 比率 企業数 比率 企業数 比率
関連領域の基礎研究活動 2 12.5 1 2.9 3 5.9
応用技術の研究活動 3 18.8 8 22.9 11 21.6
海外の先進技術を導入し，消化したうえでの
イノベーション活動 6 37.5 19 54.3 25 49.0
製品の性能や機能に対する改善活動 0 0.0 8 22.9 8 15.7
製品の技術レベルをアップする活動 4 25.0 9 25.7 13 25.5
製品の生産技術を改善し，生産効率をアップ
する活動 7 43.8 22 62.9 29 56.9
製品の品質を高める活動 6 37.5 13 37.1 19 37.3
製品の製造コストを下げる活動 4 25.0 14 40.0 18 35.3
製品のコンセプトに関するイノベーション活動 1 6.3 2 5.7 3 5.9           
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中国系企業 外資系企業 全体
企業数 比率 企業数 比率 企業数 比率
イノベーション・リーダーの外部採用を重視 3 18.8 5 14.3 8 15.7
イノベーションのコア人材の外部採用を重視 8 50.0 8 22.9 16 31.4
イノベーション・リーダーの内部育成を重視 10 62.5 21 60.0 31 60.8
イノベーションのコア人材の内部育成を重視 13 81.3 23 65.7 36 70.6
研究開発への投資を増加 3 18.8 10 28.6 13 25.5
イノベーション活動へのインセンティブを強化 6 37.5 14 40.0 20 39.2
海外の先進技術の導入に惜しまずに投資 1 6.3 3 8.6 4 7.8
海外からイノベーションのための設備を購入 0 0.0 4 11.4 4 7.8
国内の大学や研究機関共同研究を実施 2 12.5 3 8.6 5 9.8
ハイテク技術開発の戦略と実施計画を明確 1 6.3 4 11.4 5 9.8




企業数 比率 企業数 比率 企業数 比率
経営幹部と同等の待遇を享受する 3 21.5 9 27.2 12 25.5
プロジェクト・メンバーの選定権限を付与 3 23.1 15 46.9 18 40.0








0 0.0 2 6.3 2 4.4
外国での技術視察の自由裁量を付与 10 76.9 16 50.0 26 57.8
プロジェクトの最高報酬を奨励金として支払う 0 0.0 1 3.1 1 2.2
特許権を持つ権利を付与 1 7.7 2 6.3 3 6.7
開発された製品や技術で得られた利益を分配
する権利を付与 3 23.1 1 3.1 4 8.9
その他 3 23.1 6 18.8 9 20.0           
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中国系企業 外資系企業 全体
企業数 比率 企業数 比率 企業数 比率
持続的に新製品や新技術を開発できるレベル 0 0 5 13.9 5 10.6
自社の知的所有権を主とする製品を開発でき
るレベル 3 27.3 13 36.1 16 34.0
導入された技術を改善，革新できるレベル 7 63.6 21 58.3 28 59.6
導入された技術を消化できるレベル 10 90.9 32 88.9 42 89.4
導入された技術の消化に努力しているレベル 10 90.9 34 94.4 44 93.6
導入された技術をそのまま製品を製造できる
















　 中国系企業 外資系企業 全体
助理工程師 42.5 41.5 41.7
工程師 34.9 42.2 40.9
高級工程師 11.4 5.1 6.2







中国系企業 7.21 51.17 41.62
外資系企業 9.75 48.49 41.76















企業数 比率 企業数 比率
企業内のルーチン化された業務研修 15 100.0 29 82.9
企業内ローテーション 7 46.7 17 48.6
計画的な国外企業への研修派遣制度 4 26.7 26 74.3
国内の他の企業への研修派遣 3 20.0 2 5.7
大学または研究機関への研修派遣 0 0.0 4 11.4
高級工程師からの指導 6 40.0 13 37.1
大学院への進学に対する助成制度 5 33.3 3 8.6



















るだろう（表13）。            
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中国系企業 外資系企業 全　体
企業数 比率 企業数 比率 企業数 比率
実施している 7 43.8 17 48.6 24 47.1
実施を準備している 4 25.0 2 5.7 6 11.8
実施を検討している 1 6.3 7 20.0 8 15.7
実施の計画がない 4 25.0 8 22.9 12 23.5
適応できない制度だと思う 0 0.0 1 2.9 1 2.0














企業数 比率 企業数 比率 企業数 比率
実施している 12 75.0 25 71.4 37 72.5
実施を準備している 2 12.5 4 11.4 6 11.8
実施を検討している 1 6.3 4 11.4 5 9.8
実施の計画がない 1 6.3 2 5.7 3 5.9
適応できない制度だと思う 0 0.0 0 0.0 0 0.0

























企業数 比率 企業数 比率 企業数 比率
実施している 6 37.5 16 45.7 22 43.1
実施を準備している 1 6.3 1 2.9 2 3.9
実施を検討している 2 12.5 0 0.0 2 3.9
実施の計画がない 3 18.8 15 42.9 18 35.3
適応できない制度だと思う 4 25.0 3 8.6 7 13.7
合　計 16 100.0 35 100.0 51 100.0           
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中国系企業 外資系企業 全　体
企業数 比率 企業数 比率 企業数 比率
実施している 4 28.6 25 71.4 29 59.2
実施を準備している 1 7.1 2 5.7 3 6.1
実施を検討している 3 21.4 3 8.6 6 12.2
実施の計画がない 5 35.7 4 11.4 9 18.4
適応できない制度だと思う 1 7.2 1 2.9 2 4.1

























出資形態 中国系企業 外資系企業 全体
生産ライン部門 13.7 38.8 34.4
保守部門 26.9 27.3 27.3
研究開発部門 25.4 5.5 9.5
金型部門 17.4 11.1 12.3











企業数 比例 企業数 比例
企業内部の定期的技能教育訓練 7 70 32 91.4
公的教育訓練への参加に対する奨励 9 90 29 82.9
師弟制度 6 60 24 68.6
国外関係企業への研修派遣 0 0 8 22.9
国内他企業への研修派遣 0 0 0 0
従業員自らのOJT 4 40 12 34.3




















企業数 比率 企業数 比率
企業平均水準よりかなり高い 4 26.7 10 28.6
企業平均水準より少し高い 9 60.0 22 62.8
企業平均水準とほぼ同じ 2 13.3 2 5.7
企業平均水準より少し低い 0 0.0 1 2.9
合　計 15 100 35 100           
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　 中国系企業 外資系企業
企業数 比率 企業数 比率
企業平均水準よりかなり高い 8 72.7 10 28.6
企業平均水準より少し高い 1 9.1 19 54.3
企業平均水準とほぼ同じ 2 18.2 6 17.1
企業平均水準より少し低い 0 0.0 0 0.0
















企業数 比率 企業数 比率 企業数 比率
実施している 13 81.3 25 69.4 38 73.1
実施を準備している 1 6.3 3 8.3 4 7.7
実施を検討している 1 6.3 1 2.8 2 3.8
実施の計画がない 0 0.0 5 13.9 5 9.6
適応できない制度だと思う 1 6.3 2 5.6 3 5.8

























企業数 比率 企業数 企業数 比率 企業数
実施している 8 53.3 21 61.8 29 59.2
実施を準備している 2 13.3 3 8.8 5 10.2
実施を検討している 3 20.0 3 8.8 6 12.2
実施の計画がない 1 6.7 6 17.6 7 14.3
適応できない制度だと思う 1 6.7 1 2.9 2 4.1
合　計 15 100.0 34 100.0 49 100.0           
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中国系企業 外資系企業 全　体
企業数 比率 企業数 比率 企業数 比率
実施している 14 87.5 28 77.8 42 80.8
実施を準備している 2 12.5 3 8.3 5 9.6
実施を検討している 0 0.0 2 5.6 2 3.8
実施の計画がない 0 0.0 3 8.3 3 5.8
適応できない制度だと思う 0 0.0 0 0.0 0 0.0



















企業数 比率 企業数 比率 企業数 比率
実施している 3 18.8 4 11.4 7 13.7
実施を準備している 2 12.5 2 5.7 4 7.8
実施を検討している 3 18.8 6 17.1 9 17.6
実施の計画がない 5 31.3 21 60.0 26 51.0
適応できない制度だと思う 3 18.8 2 5.7 5 9.8























企業数 比率 企業数 比率 企業数 比率
実施している 10 62.5 13 37.1 23 45.1
実施を準備している 0 0.0 3 8.6 3 5.9
実施を検討している 3 18.8 11 31.4 14 27.5
実施の計画がない 2 12.5 6 17.1 8 15.7
適応できない制度だと思う 1 6.3 2 5.7 3 5.9



















企業数 比率 企業数 比率 企業数 比率
実施している 16 100.0 22 61.1 38 73.1
実施を準備している 0 0.0 4 11.1 4 7.7
実施を検討している 0 0.0 6 16.7 6 11.5
実施の計画がない 0 0.0 4 11.1 4 7.7
適応できない制度だと思う 0 0.0 0 0.0 0 0.0
合　計 16 100.0 36 100.0 52 100.0
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中国系企業 外資系企業 全　体
企業数 比率 企業数 比率 企業数 比率
実施している 7 43.8 17 48.6 24 47.1
実施を準備している 4 25.0 2 5.7 6 11.8
実施を検討している 1 6.3 7 20.0 8 15.7
実施の計画がない 4 25.0 8 22.9 12 23.5
適応できない制度だと思う 0 0.0 1 2.9 1 2.0









企業数 比率 企業数 比率 企業数 比率
実施している 0 0.0 1 2.9 1 2.0
実施を準備している 0 0.0 0 0.0 0 0.0
実施を検討している 1 6.3 1 2.9 2 3.9
実施の計画がない 14 87.5 16 45.7 30 58.8
適応できない制度だと思う 1 6.3 17 48.6 18 35.3
合　計 16 100.0 35 100.0 51 100.0           
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中国系企業 外資系企業 全　体
企業数 比率 企業数 比率 企業数 比率
実施している 0 0.0 1 2.9 1 2.0
実施を準備している 0 0.0 0 0.0 0 0.0
実施を検討している 1 6.3 0 0.0 1 2.0
実施の計画がない 12 75.0 15 42.9 27 52.9
適応できない制度だと思う 3 18.8 19 54.3 22 43.1





























企業数 比率 企業数 比率 企業数 比率
実施している 8 53.3 17 48.6 25 50.0
実施を準備している 0 0.0 2 5.7 2 4.0
実施を検討している 0 0.0 5 14.3 5 10.0
実施の計画がない 6 40.0 9 25.7 15 30.0
適応できない制度だと思う 1 6.7 2 5.7 3 6.0
合　計 15 100.0 35 100.0 50 100.0
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中国系企業 外資系企業 全　体
企業数 比率 企業数 比率 企業数 比率
実施している 2 12.5 17 48.6 19 37.3
実施を準備している 0 0.0 1 2.9 1 2.0
実施を検討している 1 6.3 2 5.7 3 5.9
実施の計画がない 10 62.5 14 40.0 24 47.1
適応できない制度だと思う 3 18.8 1 2.9 4 7.8











企業数 比率 企業数 比率 企業数 比率
実施している 2 12.5 5 14.3 7 13.7
実施を準備している 1 6.3 1 2.9 2 3.9
実施を検討している 1 6.3 2 5.7 3 5.9
実施の計画がない 9 56.3 18 51.4 27 52.9
適応できない制度だと思う 3 18.8 9 25.7 12 23.5
合　計 16 100.0 35 100.0 51 100.0
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中国系企業 外資系企業 全　体
企業数 比率 企業数 比率 企業数 比率
実施している 3 18.8 8 22.9 11 21.6
実施を準備している 1 6.3 0 0.0 1 2.0
実施を検討している 1 6.3 4 11.4 5 9.8
実施の計画がない 8 50.0 23 65.7 31 60.8
適応できない制度だと思う 3 18.8 0 0.0 3 5.9











（表34）。            
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実施している企業 実施していない企業 全体





技術者の大学院への進学に対する助成制度 0.95 22 0.90 -0.27 26 0.92 0.29 48 1.09
技術者の国外企業への派遣制度 1.43 28 0.50 0.16 19 1.21 0.91 47 1.06
ローテーション制度 1.11 18 0.68 0.23 30 1.04 0.56 48 1.01
昇進・昇給プロセスの透明性を保障する制度 1.45 29 0.51 0.63 19 1.07 1.13 48 0.87
人事評価の結果のフィードバック 0.73 41 1.03 0.67 9 1.22 0.72 50 1.05
技術職の企業での地位向上 1.53 38 0.51 0.46 13 0.97 1.25 51 0.80
「下位退場」制度 -0.14 7 1.07 -0.46 39 0.79 -0.41 46 0.83
技術者の貢献度に基づく高額奨励制度 1.75 24 0.44 0.58 24 0.97 1.17 48 0.95
成果主義報酬制度 1.57 23 0.51 0.46 24 1.02 1.00 47 0.98
業績と賞与との完全連動制度 1.34 38 0.85 0.62 13 0.87 1.16 51 0.90
技術者の貢献に基づくストックオプション制度 2.00 1 － 0.07 45 0.54 0.11 46 0.60
技術者の持株制度 0.00 1 － 0.16 45 0.52 0.15 46 0.51
他社より手厚い福利厚生（退職金等）制度 1.00 25 0.87 0.21 24 1.14 0.61 49 1.08
従業員への住宅購入補充金，または住宅ローンの提供 0.89 19 1.10 0.54 28 0.88 0.68 47 0.98
技術者の意見のフィードバックルートの設置 0.89 37 0.88 0.42 12 1.31 0.78 49 1.01
フレックスタイム制 1.00 7 1.00 -0.23 39 0.93 -0.04 46 1.03
















技術者の大学院への進学に対する助成制度 0.2 0.35 -0.15
技術者の国外企業への派遣制度 0.93 0.91 0.02
ローテーション制度 0.86 0.46 0.4
昇進・昇給プロセスの透明性を保障する制度 1.14 1.06 0.08
人事評価の結果のフィードバック 0.93 0.63 0.3
技術職の企業での地位向上 1.4 1.19 0.21
「下位退場」制度 -0.38 -0.42 0.04
技術者の貢献度に基づく高額奨励制度 1.4 1.06 0.34
成果主義報酬制度 1.38 0.85 0.53
業績と賞与との完全連動制度 1.63 0.94 0.69
技術者の貢献に基づくストックオプション制度 0.21 0.06 0.15
技術者の持株制度 0.21 0.13 0.08
他社より手厚い福利厚生（退職金等）制度 0.73 0.56 0.17
従業員への住宅購入補充金，または住宅ローンの提供 0.57 0.73 -0.16
技術者の意見のフィードバックルートの設置 1 0.69 0.31
フレックスタイム制 0 -0.06 0.06






























































































Chen, B & Feng, Y（2000）“Determinants of economic growth in China: Private enterprise,
education, and openness,”China Economic Review,No.11(1),pp1-15.
藤本隆宏・新宅純二郎（2005）『中国製造業のアーキテクチャ分析』東洋経済。
Gassmann, O & Z, Han（2004）“Motivations and Barriers of foreign R&D activities in





Zhou, H（2004）“High beneÀts and low wages: employees as monitor　of management in
SOEs,”China Economic Review,No.15,pp407-423.
提出年月日：2009年12月8日
           
